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【業務の適正を確保するための体制】 

   当社は、内部統制システム構築の基本方針について次のとおり決議しております。 
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制 
当社は、グループ各社の役員および社員等がコンプライアンスに心掛ける基準・指

針として「グループ企業行動基準」、および「グループ行動規範」を制定し、実効性

ある運用に努める。 
とりわけ反社会的勢力に関しては、グループ行動規範において「反社会的勢力には

毅然として対応し、一切の関係を絶ちます。会社または自分の利益を得るために、

反社会的勢力を一切使用しません。」との基本的な考え方を明文化しており、警察お

よび関連機関と連携を取り、適切に対応する。 
コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス室を設けるととも

に、グループ全体の推進母体として「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コ

ンプライアンスへの取組方針・活動計画の策定、活動状況の監督、重大な個別問題

への対応等を行う。 
また、コンプライアンス室を窓口とした違反行為の相談･通報体制を設けるととも

に、通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いは行わない。 
 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
当社は、取締役の職務の執行に係る情報については、法令および社内規程に基づい

て保存し、必要に応じて閲覧、謄写が可能な状態に管理する。 
また、情報セキュリティーについては重要情報の管理、個人情報保護に関する規程

および関連規程に基づき対応する。 
 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
当社は、「リスク管理規程」に基づき、グループ会社を横断的に管理する「リスク

管理委員会」を設置し、定期的にリスクの洗い出しと評価を行い、リスクに伴う損失

を最小限に止めるために必要な対応を行う。 
また、その他に製品の安全面、労働安全衛生面、防災面、環境面等に関する委員会

等をそれぞれ設置し、担当部門が専門的に管理、監督を行う。 
 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
当社は、取締役会を原則として毎月開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務

執行状況の監督を行う。 
業務の運営については、取締役会が中期経営計画および各年度計画を決定し、その

実績管理を行う。 
業務の運営が効率的に行われるよう「業務分掌規程」、「職務権限規程」等社内規程

の見直しを必要に応じて実施する。 



2 

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制 
当社は、当社企業グループ各社に対するガバナンスを実効あるものにするため、「グ

ループ会社管理規程」に基づいて、重要事項の事前協議・報告、定期的な業務執行状

況・財務状況等報告の聴取等を行う。 
 

⑥ 監査役の職務を補佐すべき使用人 
現在、監査役の職務を補佐すべき使用人はおりませんが、必要に応じて監査役の業

務補助のために監査役スタッフを置くこととし、人事については、取締役と監査役が

協議する。 
 

⑦ 監査役に報告するための体制、その他の監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制 
取締役は、会社に著しい損害を及ぼす可能性の高い事実があることを知ったときは、

法令に従って直ちに監査役へ報告する。 
また、常勤監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、

重要な会議に出席するとともに、重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役または

使用人にその説明を求める。 
なお、監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について適宜説明を受けると

ともに、情報交換を行うなど連携を図ることとする。 
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【連結注記表】 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

イ．連結子会社の数  1 社 

ロ．連結子会社の名称  中鋼運輸株式会社 

② 非連結子会社の状況 

イ．非連結子会社の数   5 社 

ロ．主要な非連結子会社の名称  高圧プラント検査株式会社、第一興産有限会社 

ハ．連結の範囲から除いた理由  

いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況 

イ．持分法を適用した非連結子会社 該当事項はありません。 

ロ．持分法を適用した関連会社  該当事項はありません。 

② 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況 

イ．持分法を適用していない非連結子会社 高圧プラント検査株式会社、第一興産有限会社等の 5社 

ロ．持分法を適用していない関連会社 該当事項はありません。 

ハ．持分法を適用していない理由  

いずれも小規模であり、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないためであります。 

 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の中鋼運輸株式会社の決算日は連結決算日と同じ 3月 31 日であります。 

 

(4) 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

時価のあるものは決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないものは移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ     時価法 

ハ．たな卸資産 

・製品・仕掛品は、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

・原材料・貯蔵品は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定） 
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② 重要な減価償却資産の減価償却方法 

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法 

ただし、平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。なお、主な耐用年数は建物が 15～35 年、機械及び装置が 9～12 年、車両運搬

具が 6年であります。 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（5 年）に基づいております。 

ハ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、平成 20 年 4 月 1 日前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を

計上しております。 

ハ．役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、役員賞与支給見込額に基づき計上しております。 

ニ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。また、数理計算上の差異(△18,774 千円)については、当連結

会計年度で費用処理しております。 

ホ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上してお

ります。 

  （追加情報） 

当社及び連結子会社は、役員退職慰労金制度を廃止しており、制度廃止前の在任期間に対する慰

労金を、各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給することが決議されたため、制度廃止日

以降、役員退職慰労引当金の繰入を行っておりません。 
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④ 重要なヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約。ヘッジ対象は外貨建予定取引。 

ハ．ヘッジ方針 

管理部門管掌の管理のもとに、将来の為替変動リスクをヘッジするために、実需に基づき為

替予約取引を行っております。 

ニ．ヘッジ有効性評価方法 

ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断しておりますが、当社で行っている為替予約取

引は、輸入取引の外貨と同一通貨のみで実行していることから有効性の評価は省略しておりま

す。 

 

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理     税抜方式によっております。 

 

 (5) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

    当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 24年 4月 1日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

  これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失がそれぞれ 6,159 千円減少しております。 
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２．連結貸借対照表に関する注記 
(1) 担保提供資産及び担保付債務 

（担保に供している資産） （担保対応債務） 

建物及び構築物 178,351 千円 短期借入金 1,768,724 千円 

土地 1,134,927 〃 長期借入金 163,626  〃 

計 1,313,278 〃  1,932,350 〃 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  5,701,123 千円 
  

(3) 偶発債務            

受取手形割引高               58,326 千円 

受取手形裏書譲渡高      53,284 〃 

 

(4) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

    受取手形           106,813 千円 

    支払手形            27,004 〃 

 

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数及び自己株式の数に関する事項 

 （単位：株）

株式の種類 
前連結会計年度末 

の株式数 
当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
の株式数 

摘要 

発行済株式 
普通株式 34,200,000 － － 34,200,000  

自己株式 
普通株式 314,403 3,334 － 317,737 （注） 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

該当事項はありません。 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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４．金融商品に関する注記  

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行

借入による方針であります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクを伴います。当該リスクに関しては、当社

グループは与信管理に関する規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取

引先の信用状況を把握する体制としております。投資有価証券は、市場価格の変動リスクがありますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、定期的に把握された時価は取締役会に報告しておりま

す。 

 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 25 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ

ん（（注）2参照）。 

  （単位：千円） 

 連結貸借対照表 
計上額（*） 時価（*） 差額 

(1)現金及び預金 835,062 835,062 ― 

(2)受取手形及び売掛金 3,183,162 3,183,162 ― 

(3)投資有価証券    

  その他有価証券 966,983 966,983 ― 

(4)支払手形及び買掛金 （1,671,096） （1,671,096） ― 

(5)短期借入金 （2,160,000） （2,160,000） ― 

(6)長期借入金 （435,498） （437,071） 1,573 

   （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

  （注）1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

 

     (1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

     (3)投資有価証券 

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 
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(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

           

(6)長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む。） 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

（注）2.非上場株式（連結貸借対照表計上額 108,719 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資

有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

５．1 株当たり情報に関する注記 

 ① １株当たり純資産額      91 円 80 銭 

 ② １株当たり当期純損失(△)     △3 円 45 銭 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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【個別注記表】 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

イ．時価のあるものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

ロ．時価のないものは移動平均法による原価法 

③ デリバティブ     時価法 

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 製品、仕掛品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）。ただし、受注生産品目は個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 原材料、貯蔵品は先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。なお、主な耐用年数は建物が 15～35 年、機械及び装置が 9～12 年、

車両運搬具が 6年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。 

 ③ リース資産 

  イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一の方法を採用しております。 

ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、平成 20 年 4 月 1日前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(4) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。また、数理計算上の差異（△18,774 千円）については、当事業年度で費用

処理しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、制度廃止前の内規に基づく要支給額を計上して

おります。 

   （追加情報） 

平成17年 7月 28日開催の取締役会において、平成17年 9月 30日をもって役員退職慰労金制

度を廃止する旨を決議しました。また平成 18年 6月開催の定時株主総会において、平成 17年 9

月までの在任期間に対する退職慰労金を各取締役及び監査役のそれぞれの退任の際に支給する

ことが決議されたことにより、平成17年 10月以降の役員退職慰労引当金の繰入を行っておりま

せん。 

 

(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段は為替予約。ヘッジ対象は外貨建予定取引。 

③ ヘッジ方針 

管理部門管掌の管理のもとに、将来の為替変動リスクをヘッジするために、実需に基づき

為替予約取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価方法  

ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断しておりますが、当社で行っている為替予

約取引は、輸入取引の外貨と同一通貨のみで実行していることから有効性の評価は省略して

おります。 
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(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 (7) 会計方針の変更に関する注記 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

    当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 24 年 4 月 1日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業損失、経常損失及び税引前当期純損失がそ

れぞれ 4,564 千円減少しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保提供資産及び担保付債務 

（担保に供している資産） （担保対応債務） 

建物 110,914 千円 短期借入金 1,170,000 千円 

構築物 15,830 〃 長期借入金 60,000  〃 

土地 1,054,285 〃    

計 1,181,031 〃  1,230,000 〃 

 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額  4,726,261 千円   

 

(3) 関係会社に対する債権・債務 

   

短期金銭債権 10,614 千円 

長期金銭債権 39,305 〃 

短期金銭債務 88,595 〃 

 

(4) 偶発債務 

    受取手形裏書譲渡高    53,284 千円 

 

(5) 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事
業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形         105,717 千円 

支払手形          27,004 〃 

 

３．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

売上高 17,693 千円

仕入高 840,017 〃 

営業取引以外の取引高 11,216 〃 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の数に関する事項 

 （単位：株）

株式の種類 前事業年度末 
の株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
の株式数 

摘要 

普通株式 32,572 3,334 － 35,906 （注） 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
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５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産)   

退職給付引当金 382,434 千円 

役員退職慰労引当金 1,431 〃 

貸倒引当金 18,605 〃 

賞与引当金 23,762 〃 

未払事業税 1,442 〃 

投資有価証券評価損  21,336 〃 

繰越欠損金 712,366 〃 

その他 80,049 〃 

繰延税金資産小計 1,241,428 〃 

評価性引当額  △1,241,428 〃 

繰延税金資産合計 ―  

  

（繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 85,455 千円 

繰延税金負債合計 85,455 〃 

繰延税金負債の純額 85,455 〃 

 



 14

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、リース会計基準適用開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。 

(1) 事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

該当事項はありません。 

 

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額 

該当事項はありません。 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 276 千円 

減価償却費相当額 84 〃 

支払利息相当額 1 〃 

 

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とする定率法によっております。利息相当額の

算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額      85 円 02 銭 

(2) １株当たり当期純損失     △3 円 48 銭  

 

８．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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